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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画見直しの背景と計画の目的 

 

我が国では，右肩上がりの経済成長が終わり，人口減少や少子高齢化の進行，家族構成やライ

フスタイルの多様化など社会情勢が変化していく中，住宅政策においては，それまでの住宅の「量

の確保」から住生活の「質の向上」を図る方向へ目標を転換するものとして，平成 18 年に住生

活基本法が制定されるとともに，その基本理念や基本的政策を具体化し推進するための「住生活

基本計画（全国計画）」が策定されました。 

 

高知県では，県民の住生活の安定の確保や向上の促進に関する基本的な計画として，平成 19

年に「高知県住生活基本計画」が策定されました。 

 

こうした国・県の計画を踏まえ，本市では,「高知市住宅マスタープラン」を継承する形で，平

成 24 年度に「高知市住生活基本計画」（以下「本計画」という。）を策定し，各種行政計画と

連携しながら取組を進めてきました。 

 

その間，人口減少・少子高齢化社会の急速な進行，それによる地域社会の機能低下や地域経済

の縮小，空き家の増加，自然災害の激甚化，そして新型コロナウイルスの感染拡大など，住生活

を取り巻く状況が変化してきました。こうした中，施策の見直しや新たな課題への対応として，

令和３年には「住生活基本計画（全国計画）」と「高知県住生活基本計画」が改定されました。 

 

以上のような背景を踏まえ，本市の住生活を取り巻く社会情勢等の変化に的確に対応し，市民

の豊かな住生活の実現をめざすため，本計画を全体的に見直し，「第二期高知市住生活基本計画」

として，住生活の安定の確保及び向上の促進に関する今後の基本的な目標や方針・施策などを定

めることとします。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は，「住生活基本計画（全国計画）」及び「高知県住生活基本計画」に即した計画とし

て，「2011 高知市総合計画」を上位計画とし，本市の関連行政計画と整合性を図りながら策定

するものです。 

また，本計画は「高知市営住宅再編計画」及び「高知市公営住宅等長寿命化計画」の上位計画

となります。 

なお，本計画は，高知市住宅審議会の審議を経て，策定しています。 

 

 

３ 計画期間 

本計画は，令和４年度（2022 年度）から令和 13 年度（2031 年度）までの 10 年間を計画期

間とします。 

なお，５年目に本計画の中間検証を行うとともに，「住生活基本計画（全国計画）」や「高知

県住生活基本計画」の見直し，法制度改正や社会経済情勢の変化を踏まえ，必要に応じて計画内

容を見直すものとします。 
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第２章 住生活をめぐる現状と課題 

１ 住生活をめぐる現状 

 （１）  人口・世帯数の推移                                                 

本市の人口は，2005（平成 17）年までは増加傾向にありましたが，それ以降は減少を続けて

おり，2020（令和２）年の国勢調査では 326,545 人となっています。 

世帯数は，１世帯あたりの平均人員の減少により，増加が続いてきましたが，直近の国勢調査

では，2015 年（平成 27 年）から 2020 年（令和 2 年）にかけて 577 世帯の増にとどまり，

増加のペースは鈍化してきています。また，世帯の構成として，高知県全体では，二世代・三世

代で同居している世帯比率が減少傾向にあり，核家族化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

全国 高知県 全国 高知県 全国 高知県 全国 高知県

親・子世帯の同居率 9.0% 7.9% 7.3% 6.4% 5.6% 4.6% ▲3.4 ▲3.3

二世代同居率 2.3% 2.6% 2.1% 2.3% 1.8% 2.0% ▲0.5 ▲0.6

三世代同居率 6.7% 5.3% 5.2% 4.1% 3.8% 2.6% ▲2.9 ▲2.7

H20年　① H27年 H30年　②
区分

H20⇒30増減
②－①

表１ 高知県における同居率の推移 

※高知県が住宅・土地統計調査結果より作成した資料（高知県住生活基本計画41 頁・図２）をもとに作成 

図１ 高知市の人口・世帯数の推移 （国勢調査結果より作成） 
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 （２）  年齢別人口・単身高齢者世帯数の推移                                      

年齢別人口では，年少人口（0～14 歳），生産年齢人口（15～64 歳）の割合の減少が続く一

方，65 歳以上の割合が増加の一途をたどり，少子高齢化の進行が顕著に表れています。また，単

身高齢者世帯数は，20 年で約１万世帯増加しており，高齢者の住まいや暮らしに対する配慮の

必要性が高まっています。 

 （３）  人口の将来推計 【参考】                                             

本市の人口の将来推計では，今後も更に人口減少が進み，2045（令和 27）年には 27 万人

程度となる見込みです。また，65 歳以上の高齢者の割合は 2045 年には 39.3％まで上昇する

見込みとなっており，更なる少子高齢化の進行が予想されます。 

  

図 2 高知市の年齢別人口と単身高齢者世帯数の推移  

（国勢調査結果より作成） 

※2020(令和2)年は国勢調査結果 

※2025(令和7)年以降は，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30 年３月推計）」 

図 3 高知市人口の将来推計 （高知市総合計画資料より作成） 
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 （４）  世帯の所得水準等                                                 

高知県民一人あたりの所得は，全国平均の８割程度で推移しており，所得水準は全国順位でも

低位となっています。本市においては，生活保護の保護率が全国平均を大幅に上回っており，ま

た，民営借家世帯における高齢者世帯や子育て世帯の所得水準も全国と比較して低い状態にある

ことから，住居の確保に配慮が必要な方が多く生活していることが分かります。 

 

  

図 4 一人当たりの国民・県民所得の推移 （出典：高知市総合計画） 

表２ 生活保護の状況 （「市政あんない」より作成） 

（各年度末現在）

H28年 H29年 H30年 R元年 R２年

9,291 9,171 9,032 8,905 8,745

高知市 36.6 35.7 35.0 34.5 33.6

全国 16.9 16.7 16.5 16.4 16.3

被保護世帯数
（高知市）

年度

保護率‰

全国

全体
A

年収3百万円
未満の世帯数

B

年収３百万円
未満の世帯割合

B/A

年収３百万円
未満の世帯割合

154,230 66,100 43% 34%

6,370 4,750 75% 74%

55,370 29,930 54% 40%

高齢者がいる世帯 11,210 8,920 80% 72%

高齢夫婦世帯 1,170 890 76% 67%

夫婦子供世帯 8,350 2,300 28% 16%

ひとり親世帯 4,130 2,690 65% 54%

総世帯数

公営借家世帯

民営借家世帯

民
営
借
家

高知市

H30住宅土地統計調査

表３ 民営借家世帯の状況 （「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 
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 （5） 公営住宅の入居資格世帯数の将来推計 【参考】                              

公営住宅の入居資格世帯数（以下「入居資格世帯数」という。）の将来推計では，人口減少に

連動し，全体の入居資格世帯数としては減少する見込みですが，単身高齢者の入居資格世帯数に

ついては，ほぼ横ばいでの推移が予測されます。 

2020（令和２）年時点では, 全体の入居資格世帯数の約 2.6 万世帯に対し，市営・県営住宅な

どの入居資格世帯向けの住宅は約 0.9 万戸となっています。入居資格世帯数のうち，特に支援が

必要な世帯数を推計しながら，今後の市営住宅の供給を検討していく必要があります。 

 

 

 

 （６）  住宅ストックの状況① （総数・空き家・分譲マンション）                          

本市の住宅ストック数は，世帯数を上回る状態にあり，空き家数も増加傾向にあります。また，

空き家の約半数が，賃貸や分譲などの不動産市場で流通していない「その他の住宅」であり，適

切に管理されていない可能性があります。 

本市の分譲マンションは，約１万戸と推計されます。今後，分譲マンションの老朽化が進んで

いくことから，適正な管理の推進が必要となります。 

図５ 高知市における「公営住宅の入居資格世帯数」の将来推計  
（国交省「住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム」により作成） 
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居住世帯のある住宅 うち　専⽤住宅 うち 持ち家 うち、昭和56年以前建築

154,230⼾ 150,850⼾ 78,630⼾ 21,480⼾

うち　借家 公営借家
61,740⼾ 6,370⼾

⺠営借家
55,370⼾

うち、昭和56年以前建築
住宅総数 ⽊造 3,310⼾

184,750⼾ ⾮⽊造 1,870⼾

うち　給与住宅 うち、昭和56年以前建築

3,260⼾ 650⼾

居住世帯のない住宅 うち　空き家 ⼆次的住宅 うち、腐朽･破損なし

30,520⼾ 29,900⼾ 650⼾ 530⼾
(16.2%)

賃貸⽤の住宅 うち、腐朽･破損なし
14,330⼾ 10,230⼾

売却⽤の住宅 うち、腐朽･破損なし
490⼾ 430⼾

その他の住宅 うち、腐朽･破損なし

14,430⼾ 10,580⼾

高齢者住宅財団の集計シートをもとに集計

（省略）

（省略）

図６ 高知市の住宅ストックの状況 （「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

図７ 高知市の空き家数・空き家率の推移 （出典：第二期高知市空家等対策計画） 

※10-1 表をもとに，国交省マニュアルにより推計。

賃貸用や空き家を含めた戸数の推計値 

表４ 分譲マンションの推計戸数
（「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

区分

分譲マンション
推計戸数

高知市

全体 10,550
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 （７）  住宅ストックの状況② （各種統計データ）                                 

住宅の広さや最低居住面積水準を達成している世帯の割合は，全国平均をやや下回る状況と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持ち家の取得方法は，全国平均と比べて，新築・建て替えの割合がやや高く，新築・中古住宅

の購入はやや低い状況となっています。民営借家の家賃は，全国平均より低い水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５ 住宅の広さ
（「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

高知市 全国 高知市 全国 高知市 全国

82.59 92.06 22.97 23.20 87.2% 90.1%

 持ち家 111.30 119.1 25.72 25.66 98.8% 99.0%

 公営借家 58.62 51.48 21.19 17.31 96.1% 91.4%

 民営借家 45.93 45.38 17.52 16.85 80.9% 81.5%

全体

１住宅当たり
延べ面積（㎡）

住宅の１人当たり
居住室の面積（㎡）

最低居住面積水準
以上の世帯の割合住宅区分

※11-2 表，76-2 表をもとに集計 

※専用住宅（居住の目的だけに建てられた住宅）のみの集計。店舗その他併用住宅は除く。 

最低居住面積水準とは 

 

世帯人数に応じて，健康で文化的な住生活の基礎として必要不可
欠な住宅の面積に関する水準。住宅の質の向上を目的とし，住生
活基本計画（全国計画）で定められた，すべての世帯で達成をめ
ざすもの。 

●単身世帯：２５㎡ 

●2 人以上の世帯：10 ㎡×世帯人員＋10 ㎡ 

表６ 持ち家の取得方法 
（「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

高知市 全国

新築の購入 18.6% 22.5%

中古住宅の購入 13.2% 14.7%

新築 33.2% 30.2%

建て替え 18.2% 17.3%

相続・贈与 9.4% 9.9%

その他 7.4% 5.4%

取得方法

持ち家の取得方法
構成比

※101-3 表をもとに集計 

表７ 民営借家の家賃 
（「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

戸数

高知市 高知市 全国

55,370 48,374 61,963

一戸建て 7,360 52,245 57,495

長屋建て 1,970 42,827 58,516

共同住宅（木造） 4,070 43,185 52,321

共同住宅（非木造） 41,950 48,468 64,716

平均家賃（円）

民営借家全体

住宅区分

※131 表をもとに集計。その他区分を除くため各区分の合計は全体と一致しない。 
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住宅のバリアフリー化，省エネルギー化は全国平均よりやや遅れをとっている状況です。リフ

ォームを実施した割合も，全国平均をやや下回っています。 

 

 

本市における新設住宅の建築確認件数は，年度によって差はあるものの，概ね横ばいの傾向に

あります。 

 

  

表８ 住宅のバリアフリー化・省エネルギー化・リフォームの状況 
（「平成30 年住宅・土地統計調査結果」より作成） 

高知市 全国 高知市 全国 高知市 全国 高知市 全国

45.7% 50.8% 4.2% 4.1% 7.7% 14.8%

　持ち家 62.8% 64.2% 7.7% 6.3% 11.4% 19.2% 24.2% 27.5%

　借家 30.1% 32.6% 0.4% 0.7% 4.0% 8.7%

全体

バリアフリー化 省エネルギー化 リフォーム

高齢者等のための
設備がある住宅の

割合※1

太陽光発電機がある
住宅の割合

二重サッシや複層
ガラス窓が完備され
ている住宅の割合

2014年以降に増改
築・改修工事等をし

た住宅の割合住宅区分

※26-2 表，31-2 表，37 表をもとに，専用住宅（居住の目的だけに建てられた住宅）のみの集計。店舗その他併用住宅は除く。

※１ 手すり，段差解消，車いす対応，スロープなどいずれかの設備がある住宅の割合 

図８ 住宅の用途別建築確認件数（「高知市建築行政年報」より作成）  
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 （８）  市営住宅ストックの状況                                             

本市の市営住宅ストック数は，5,027 戸で，昭和 56 年度以前に建設された，旧耐震基準の住

宅は 1,866 戸あります。そのうち，耐火造（鉄筋コンクリート造）の住宅は，予備診断で一定の

耐震性を確認していますが，簡易耐火造（補強コンクリートブロック造）や木造の住宅について

は，築年数や老朽化の度合いに応じて，廃止や団地再編などの対応が必要です。 

図９ 竣工年度別の市営住宅管理戸数 （出典：高知市公営住宅等長寿命化計画）  

※１ 新耐震は昭和57 年度以降に建設（新耐震基準で設計），旧耐震は昭和56 年度までに建設（旧耐震基準で設計）されたもの 

※２ 中高層耐火造：3 階建て以上の鉄筋コンクリート造（耐用年数70 年） 

※３ 低層耐火造：平家・２階建ての鉄筋コンクリート造（耐用年数70 年）,  主に２戸一タイプの住宅 

※４ 簡易耐火造：補強コンクリートブロック造（耐用年数45 年），主に長屋タイプの住宅 

※５ 木造：耐用年数30 年 

棟数 戸数 棟数 戸数 棟数 戸数 棟数 戸数

新耐震 34 1,345 13 26 - - 40 84

旧耐震 46 1,062 22 74 83 398 5 10

新耐震 28 506 343 711 2 6 - -

旧耐震 5 94 14 28 99 200 - -

特定公共賃貸住宅 9 新耐震 - 1 - - - - 7 8

コミュニティ住宅 299 新耐震 6 299 - - - - - -

都市再生住宅 163 新耐震 3 163 - - - - - -

単独住宅 2 新耐震 - - 1 2 - - - -

地域活性化住宅 10 新耐震 - - - - - - 5 10

新耐震 71 2,314 357 739 2 6 52 102

旧耐震 51 1,156 36 102 182 598 5 10
合計 5,027

1,545

（令和３年４月１日現在）

公営住宅

改良住宅

中高層耐火造※2 低層耐火造※3 簡易耐火造※4 木造※5
住宅区分 管理戸数 耐震基準

※1

2,999

表９ 市営住宅ストックの状況  
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 （９）  南海トラフ地震による住宅の被害想定 【参考】                              

本市では，南海トラフ地震発生時の揺れに加え，大きな津波の到達や，地域によっては地盤沈

下も発生することから，住宅の全壊や焼失など甚大な被害が想定されています。 

 

 

 

  

【参考】

揺れ 津波 火災 液状化
急傾斜地

崩壊 合計
応急仮設住宅

必要戸数

8,100 2,200 2,700 340 70 13,000 約8,500戸

32,000 16,000 6,700 340 260 55,000 約36,000戸

原因別　建物被害（全壊・焼失棟数）
想定ケース
（冬18時発生）

発生頻度の高い一定程度の地震（Ｌ１）

発生しうる最大クラスの地震（Ｌ２）

表 10 南海トラフ地震による建物被害想定
（「高知県版南海トラフ地震被害想定 資料3 被害想定の計算結果（H25.5）」より作成）  

※四捨五入の関係で合計は一致しない。 

※被害想定は，想定時の現状をもとに推計したもの。住宅の耐震化などの対策により被害を減少することができる。 
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２ これまでの取組 

 平成 24 年度に本計画を策定して以降，これまでの基本目標や基本方針に基づき，主に下表の

ような取組を進めてきました。 

 これまでの取組では，南海トラフ地震対策など「安全・安心な住まいづくり」に重点を置き，

住宅の耐震化，密集市街地の整備や津波避難対策などハード・ソフト両面の取組を積極的に進め

てきました。 

 市営住宅の再編については，主に東石立町・筆山町市営住宅統合建替事業や老朽化した市営住

宅の除却等を進めてきましたが，厳しい財政状況の中，取組に遅れも出てきています。 

 計画期間中においては，法制度改正等に伴う新たな取組として，空き家対策や新たな住宅セー

フティネット制度への対応に着手してきましたが，既存住宅ストックの有効活用という観点から

は取組が十分進んでいない状況です。 
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３ 住生活に関する課題 

 本市の住生活をめぐる現状や本計画によるこれまでの取組を踏まえ，また，「住生活基本計画

(全国計画)」や「高知県住生活基本計画」における課題も参考にしながら，本計画において今後

取り組むべき課題を次のように設定します。 

 

 

  課題１  人口減少・少子高齢化の進行                                        

 

本市では，すでに人口減少局面に入っており，全国を先行する形で高齢化も進んでいます。将

来推計では，今後も人口減少や少子高齢化の更なる進行が見込まれています。 

人口減少（特に稼働年齢人口の減少）は，経済活動や地域活動の低下を招き，日常生活に必要

なサービスや地域コミュニティの維持に深刻な影響を与えるおそれがあります。それがまた人口

減少に拍車をかけ，悪循環を招く可能性もあります。持続可能なまちづくりとして，コンパクト

シティの実現や人口の社会減を抑制していく取組が必要です。 

高齢化の進行に対しては，高齢者が地域で自立して生活していくための住宅確保や生活支援の

充実が欠かせません。また，公的支援だけではなく，地域福祉の推進として地域資源を活かしな

がら共に支え合う社会づくりが求められています。 

 

 

  課題２  住宅確保要配慮者の増加と多様化                                    

 

本市は市民一人当たりの所得水準が低く，生活保護受給率も高水準で推移しています。また，

単身高齢者世帯も増加しています。 

本市では，こうした低額所得者や高齢者をはじめとし，障がい者，子育て世帯・ひとり親世帯

など住宅の確保に課題を抱え配慮が必要な方（以下「住宅確保要配慮者」という）が多く生活し

ています。また，被災者，外国人，DV 被害者，犯罪被害者，矯正施設出所者など困難を抱える方

の認知の広がりにより，住宅確保要配慮者の属性も多様化しています。 

１． 人口減少・少子高齢化の進行 

２． 住宅確保要配慮者の増加と多様化 

３． ライフステージやライフスタイルに応じた居住ニーズの多様化 

４． 南海トラフ地震など自然災害への備え 

５． 増加する空き家への対応 

６． 持続可能な社会の実現と住まいづくり 
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しかし，住宅確保要配慮者の多様な居住ニーズに対しては，安心して暮らし続けられる住宅の

供給や支援体制が十分に整っているとは言えない状況です。市営住宅に加え，民間賃貸住宅の活

用による住宅セーフティネットの構築が求められています。また，そのためには，住宅確保要配

慮者の入居に対する賃貸人（家主等）の不安解消も必要です。 

 

 

  課題３  ライフステージやライフスタイルに応じた居住ニーズの多様化                 

 

市民ひとり一人の人生において，加齢や病気による健康状態の変化，就労状況や家族構成など

の変化により，住宅に対するニーズも変化します。その際，住み替えや住宅の売買などにより必

要に応じた立地・規模・設備などを備えた住宅を確保できず，居住ニーズと居住実態にミスマッ

チが生じ，生活に支障が出ている場合も多いと考えられます。 

また，働き方改革やコロナ禍を契機として，テレワークの普及，移住や二地域居住など，新た

なライフスタイルや多様な住まい方への関心が高まってきています。 

既存住宅ストックの有効活用や流通促進などにより，こうした様々な居住ニーズに応じた住宅

の供給が求められています。 

 

 

  課題４  南海トラフ地震など自然災害への備え                                

 

南海トラフ地震対策としては，これまで阪神淡路大震災や東日本大震災の教訓を活かし，本市

においてもハード・ソフト両面において積極的に対策を推進してきました。 

ハード面においては，発災時の建物倒壊や火災の延焼など被害を低減させるため，木造の老朽

住宅が密集した市街地の面的整備や，旧耐震基準（昭和 56 年５月 31 日以前に着工）の住宅の

耐震改修を進めています。 

ソフト面では，自主防災組織の結成や育成強化，津波避難ビルの指定拡大など，発災時におい

て市民の命を守る取組を進めており，その充実が求められています。 

また，南海トラフ地震が迫る中，震災により住宅を失った方や，自力で住宅を再建できない方

に対し，応急仮設住宅やその後の恒久的な住まいの確保が重要な課題となっており，発災前から

の準備が必要となっています。 

 

地震以外では，近年，全国的に集中豪雨や台風による風水害など自然災害が頻発・激甚化して

おり，その安全対策が課題となっています。本市でも洪水による浸水想定区域が市街地の広範囲

に及び，土砂災害警戒区域も点在するなど，災害リスク地域に立地している住宅が多く存在して

います。 
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  課題５  増加する空き家への対応                                          

 

本市における空き家は増加傾向にあります。適切な管理が行われていない空き家も増加してお

り，そのまま放置されると，荒廃化が進み，防災面・衛生面・景観面などの生活環境や地域コミ

ュニティの維持に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

本市では平成 29 年３月に「高知市空家等対策計画」を策定し，空き家対策の実施体制を整備

した上で，空き家等の適切な管理や特定空家等への対処に取組んでいます。今後は，空き家の利

活用に関する取組の充実や，空き家の発生を予防する観点からの取組も求められています。 

 

  課題６  持続可能な社会の実現と住まいづくり                                   

 

国際社会では，持続可能で包摂的な社会の実現や，気候変動など地球環境問題への対策として，

SDGｓ（持続可能な開発目標）の達成や，パリ協定による脱炭素社会に向けた取組が大きな課題

となっています。住まいの問題においても，持続可能性や環境問題を意識した取組が求められて

おり，国の住生活基本計画では，「脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ス

トックの形成」が目標のひとつに掲げられています。 

 

日本においては，「住宅購入がゴール」と考える傾向が強く，住宅取得後の適切な維持管理や

性能向上のためのリフォームが行われないことが多くあります。その結果，住宅市場で中古住宅

の流通が進まず，住宅が世代を超えて長期にわたり使用されることも少ないと言われてきました。 

一方で，住宅の適正管理，良質化や長寿命化は，住宅の流通促進や次世代への承継を進め，空

き家の発生を抑制するとともに，省エネルギー化や廃棄物の抑制など地球環境への負荷軽減につ

ながると考えられます。 

また，高知県は全国でも有数の森林県であり，循環型資源でもある木材の「地産地消」を進め

ることで，地場産業の活性化や環境に配慮した住まいづくりにつながると考えられます。 

今後は，これらの普及啓発に関する取組などを進めながら，住宅の質を高め，長く住み継がれ

ていく「住宅循環システム」を構築し，将来にわたる持続可能な社会や脱炭素社会の実現をめざ

していく必要があります。 

 

本市では分譲マンションが多数建設されてきましたが，今後，建物の老朽化や所有者の高齢化

が進む中，管理組合の運営，区分所有権，修繕積立などマンション特有の問題から，建物の維持

管理面で様々な問題が生じる可能性があります。 

 

市営住宅では，1970 年代～1980 年代に建設された住宅が多く，こうした住宅では建物の老

朽化が進み，設備も陳腐化しています。公共施設マネジメントの観点から既存ストックの長寿命

化・有効活用を進めるなど，居住ニーズの変化に対応した市営住宅の再編や整備が必要です。 
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第３章 計画の基本理念と基本目標 

１ 基本理念 

 

「住まい」には，「家」を表す"house"と"home"のように二つの意味があります。"house"に

は建築物そのものとしての意味，"home"には帰る場所，暮らす場所としての意味があるように，

「住まい」は，生活に必要不可欠な基盤（ハード）であり，家族と暮らし，人を育み，憩い，安

らぐことができるかけがえのない空間です。 

そして，その「住まい」が集まり，まち並みやコミュニティが形成され，地域社会全体がつく

られています。 

 

このような「住まい」の役割を再認識し，「2011 高知市総合計画」がめざす将来の都市「森・

里・海と人の環 自由と創造の共生都市 高知」を念頭に，本計画においては，住宅や住環境の

質的向上を図るとともに，社会全体や地域での支え合いや，環境にやさしい持続可能な社会を追

求しながら，すべての市民が安全に安心して暮らし続けられる豊かな住生活の実現をめざすため，

次のとおり基本理念を定めます。 

 

 

 

 

 

 

◆基本理念の一部見直しについて 

本計画が，「2011 高知市総合計画」による将来の都市像や，地域共生社会の実現に向け寄与

するものであることを位置付けるため，これまでの基本理念の表現を一部見直しします。 

旧：「市民が安全に安心して快適に暮らせる 地域と環境に配慮した住まいづくり」 

 新：「市民が安全に安心して快適に暮らせる 地域共生と環境に配慮した住まいづくり」  

市民が安全に安心して快適に暮らせる 

地域共生と環境に配慮した住まいづくり 

基本理念 
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２ 基本目標と基本方針 

本計画の基本理念に基づき，本市の住生活に関する課題に対応していくため，次のとおり基本

目標を定めます。また，基本目標ごとに，その実現に向けた基本方針を定めます。 

 

 基本目標の設定にあたって  

これまでの計画では，基本目標として，①「安全・安心な住まいづくり」，②「多様な居住ニ

ーズに対応して暮らし続けられる住まいづくり」，③「都市機能を活かした活力ある住まいづく

り」， ④「豊かな自然等を活かした環境にやさしい住まいづくり」を設定していました。 

しかし，この間の社会経済情勢の変化や法制度改正などによる新たな課題を踏まえる必要があ

ることから，「人・くらし（居住者）」「ストック（住まい）」「まちづくり（地域）」の三つ

の視点で課題を整理し，新たな基本目標として，①「誰もが安心して暮らせる住生活の実現」，②

「良質で安全な住まいづくりと住宅ストックの有効活用」，③「災害に強く，住みやすさと魅力ある

まちづくり」を設定します。 
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 基本目標と基本方針  
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３ SDGs の活用と推進 

 SDGs とは，「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で，2030 年

までに全世界で達成をめざす国際目標のことです。SDGs では，「誰一人取り残さない」という

共通理念のもと，17 のゴール（目標）とそれらを達成するための 169 のターゲットを定め，包

摂的な社会の実現をめざし，経済・社会・環境をめぐる広範な課題に統合的に取り組むこととし

ています。 

 本市では，「2011 高知市総合計画 後期基本計画」において，SDGs がめざす国際社会の姿

が本市の将来の都市像と重なり，将来にわたる持続可能な発展を図る上でも，本市自らが積極的

に SDGs の達成に向けて取り組むこととしています。 

本計画においては，こうした本市の方針を踏まえるとともに，第２章の課題６のとおり，「持

続可能な社会の実現と住まいづくり」を進めていく観点から，SDGs を活用し，目標達成に向け

取組を推進することとします。 

なお，具体的なゴール（目標）は，第４章において施策単位で設定することとします。 
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第４章 基本目標の実現に向けた施策の展開 

１ 基本目標ごとの基本方針と具体的な施策 

 

【基本目標１】 誰もが安心して暮らせる住生活の実現   

 

 基本方針 1-1  住宅セーフティネットの中心的な役割を担う市営住宅の供給              

低額所得者など住宅に困窮している方が，低廉な家賃により健康で文化的な生活を営むことが

できるように市営住宅を安定的に供給します。 

また，市営住宅が将来にわたり住宅セーフティネットの中心的な役割を果たしていけるように，

居住ニーズへの対応や居住性の向上を図りながら市営住宅ストックの再編を進めます。 

 

施策①  高知市営住宅再編計画に基づく市営住宅の供給                            

 

 

 

  市営住宅は，住宅セーフティネットの根幹として，真に住宅に困窮する低額所得者等に対

し適切に居住を確保する役割を担っています。将来にわたる市営住宅の安定的な供給のため，

需要見通しをもとに市営住宅の適正戸数を把握した上で，高知市営住宅再編計画を見直しな

がら市営住宅の再編や整備に取り組みます。 

  高知市営住宅再編計画では，地域や団地の状況，単身者向けなど住戸タイプのニーズ等を

考慮しながら，市営住宅の建替え，団地の統合・集約化，全面的改善などの整備手法ととも

に，耐震性に不安のある老朽化した市営住宅の廃止・除却などを検討し，再編の方向性を定

めます。 

 

主な取組・事業 

○ 高知市営住宅再編計画の見直し 

○ 需要見通しに基づく市営住宅の適正戸数の供給 

○ 計画的な市営住宅の建替え，団地統合・集約化，全面的改善 

○ 老朽市営住宅の廃止・除却（旧耐震基準の木造・簡易耐火構造の住宅など） 

① 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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 基本方針 1-２  多様な居住ニーズに応じた重層的な住宅セーフティネットの構築            

市民一人ひとりのライフステージ，健康状態，仕事や家庭環境の変化などにより，住まい方の

見直しや住み替えが必要となる場合があります。低額所得者，高齢者，障がい者や子育て世帯な

ど住宅確保要配慮者が，こうした必要性に応じて円滑に住まいを確保できるように，市営住宅だ

けではなく民間賃貸住宅等を活用した柔軟かつ重層的な住宅セーフティネットの構築を進めます。 

 

施策①  民間賃貸住宅の活用によるセーフティネット住宅の拡大                            

 

 

 

  低額所得者，高齢者，障がい者，子育て世帯などの住宅確保要配慮者の多様な居住ニーズに

柔軟に対応するため，民間賃貸住宅や空き家などの既存住宅ストックを活用し，セーフティ

ネット住宅の登録を促進します。 

  また，セーフティネット住宅の家主や入居者への経済的支援を検討するなど，より効果的

な住宅セーフティネットの構築をめざします。 

 

 

主な取組・事業 

○ セーフティネット住宅の登録促進 

○ セーフティネット住宅の改修補助や家賃補助等の経済的支援 

① 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

 平成 29 年の「住宅セーフティネット法」改正により，住宅確保要配慮者の入居を拒まない 
民間賃貸住宅「セーフティネット住宅」の登録制度が創設。居住面積，耐震性，設備等の一定
の登録基準がある。登録の促進に加え，居住支援や経済的支援を組み合わせたより効果的な取
組が求められている。 

セーフティネット住宅
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施策②  高齢者向け住宅の供給促進                                              

 

 

 

  高齢者が安心して暮らせる良質な住まいの確保や充実に向け，地域優良賃貸住宅（旧高齢

者向け優良賃貸住宅）への家賃補助を継続するとともに，民間事業者によるサービス付き高

齢者向け住宅の供給促進や質的向上を図ります。 

 

 

 

 

  

主な取組・事業 

○ 地域優良賃貸住宅（旧高齢者向け優良賃貸住宅）の家賃補助 

○ サービス付き高齢者向け住宅の登録促進と指導監督等による質的向上 

○ 高齢者の住まいに関する情報提供（高齢者向け住宅や終身賃貸借契約など） 

① 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

住宅名 所在地 管理戸数

ステラ桟橋 桟橋通５丁目 36
長喜荘 西塚ノ原 37
はるる 北本町４丁目 30
クオリア上街鷹城館 上町３丁目 24
アートケア・ホーム長浜 長浜 32
イチゴいちえ 介良 30
つばさ 桟橋通１丁目 22

211合計

地域優良賃貸住宅（旧高齢者向け優良賃貸住宅）

 高齢者など居住の安定に特に配慮が必要な世帯に対し，良
好な賃貸住宅の供給を促進するため，整備費や家賃の減額に
対する助成を行う制度。高知市では，旧高齢者向け優良賃貸
住宅として７住宅 211 戸を認定し，所得に応じた家賃減額補
助を実施 

サービス付き高齢者向け住宅

高齢者が安心して暮らすことができる住宅として，一定の規模や設備，バリアフリー構造等を
有し，安否確認や生活相談をはじめ，介護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提供する
賃貸住宅 【高知市の登録戸数】22 住宅 763 戸（R4 年 3 月現在） 
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 基本方針 1-3  地域で安心して暮らせる住生活の支援                              

誰もが地域の中で安心して住まいを確保し，暮らし続けられるように，公的支援とともに多様

な主体の連携や支え合いによる地域共生社会を実現していく中で，入居支援や継続的な生活支援

の充実を図ります。 

 

施策①  多様な連携による居住支援や地域福祉の推進                              

 

 

 

  住宅確保要配慮者の安定的な住まいの確保や賃貸住宅の家主のリスク低減を図るため，高

知県居住支援協議会等と連携しながら，入居から退去までのステージに応じた居住支援の充

実に向け取組を進めます。 

  また，生活に困窮したり，様々な事情で困りごとや生きづらさを抱えたりしても，地域で

孤立せず安心して暮らし続けられるように，多様な主体によるネットワークや連携を強めな

がら，生活困窮者自立支援や地域福祉の取組を推進します。 

 

 

主な取組・事業 

○ 高知県居住支援協議会やその会員（高知市社会福祉協議会や不動産関係団体等）との連携

による居住支援活動の充実 

○ 生活困窮者自立支援の推進（高知市生活支援相談センター），住居確保給付金，住宅扶助

費の代理納付 

○ 地域福祉の推進（地域共生社会の実現に向けた取組） 

地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築，「ほおっちょけん相談窓口」 

や「高知くらしつながるネット」の取組など 

○ 指定管理者による市営住宅の単身高齢者等に対する安否確認や困りごとのサポート 

① 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

ほおっちょけん相談窓口

 薬局，社会福祉法人の協力により，住民に身近な圏域に，様々な困
りごとを相談できる窓口として設置。行政と地域住民を含む多様な主
体が協働して「つながり」のある支援ができる仕組みを構築するもの

高知くらしつながるネット（愛称Licoネット）

日常生活における多くの困りごとの支援機関やサービス事業所，
地域の集いの場など生活支援情報を検索できるウェブサイト。地域
の医療・介護・障害・子育て等の分野の様々な社会資源情報を収集
し提供できる仕組み 
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 基本方針 1-4  大規模災害時の住まいの確保                                              

南海トラフ地震など大規模災害の発生後，被災者の生活再建のためには，まずは被災者の住ま

いを迅速に確保することが必要不可欠です。応急仮設住宅や災害公営住宅など被災者向け住宅の

確保に向け，供給体制の整備に取り組みます。 

 

施策①  大規模災害時の住まいの確保                                          

 

 

 

  南海トラフ地震など大規模災害の発生後に必要となる応急仮設住宅を迅速に供給するた

め，建設候補地の確保とともに，配置計画や入居事務の検討など供給体制の整備に取り組み

ます。また，事前復興の観点も踏まえながら，災害公営住宅の整備を検討します。 

  セーフティネット住宅を災害公営住宅の代替や民間賃貸型仮設住宅（みなし仮設住宅）と

して活用するため，登録促進に向けた取組を進めます。 

  被災者向け住宅の入居者が孤立しないように，状況把握や見守り支援の検討を進めます。 

 

  

主な取組・事業 

○ 応急仮設住宅の候補地確保・供給体制整備 

○ 災害公営住宅の整備検討 

○ セーフティネット住宅の活用による被災者の住宅確保 

1 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

出典：高知県災害公営住宅整備指針 
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【基本目標２】 良質で安全な住まいづくりと住宅ストックの有効活用  

 

 基本方針 2-1  災害に耐える安全な住まいづくり                               

南海トラフ地震や近年頻発している台風・豪雨災害による被害の軽減を図り，市民の生命と財

産を守るため，既存住宅の耐震化や安全性の向上を促進するなど，災害に強い住まいづくりに取

り組みます。 

 

施策①  既存住宅の耐震性や安全性の向上                                       

 

 

 

  既存住宅の耐震化促進に向け，耐震化に関する普及啓発活動を進めながら，耐震診断の推

進や耐震改修費用の助成に取り組みます。また，避難路沿いにある危険なブロック塀等の改

修費助成や家具等転倒防止対策支援などについても取組を進めます。 

  その他，自然災害に対する既存住宅の安全対策について，国の施策や制度の動向を注視し

ながら取組を進めます。 

 

  

主な取組・事業 

○ 耐震診断士の派遣による耐震診断の実施 

○ 住宅耐震改修の助成（耐震改修計画作成・耐震改修工事） 

○ 住宅ブロック塀等改修の助成 

○ 緊急輸送道路等沿道建築物耐震対策緊急促進事業 

○ がけ地近接等危険住宅移転等事業 

○ 住宅耐震化の普及啓発・情報提供（パンフレット作成・戸別訪問など） 

○ 家具等転倒防止対策支援 

1 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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 基本方針 2-2  長持ちで人や環境にやさしい良質な住宅ストックの形成                      

住宅の質を高め，長期にわたり大切に管理・使用しながら，市場への流通や次世代への承継に

つなげていく「住宅循環システム」の構築を進め，人や環境にやさしい良質な住宅ストックの形

成を図ります。 

 

施策①  住宅の良質化や長寿命化，環境共生の住まいづくり                             

 

  住宅の長寿命化や良質化に向け，長期優良住宅の普及による住宅の計画的な点検・修繕等

の促進やバリアフリー化への支援を行うとともに，住宅の適正な維持管理の啓発やリフォー

ムの情報提供などに取り組みます。また，脱炭素型ライフスタイルへの転換を図りつつ，住

宅の省エネルギー化や地域産材（県内産木材など）の利用を促進するなど，脱炭素社会づく

りに向けて環境にやさしい住まいづくりを進めます。 

  マンション管理の適正化や長寿命化を目的として，令和２年度にマンション管理適正化法

が改正されました。この改正法では，地方自治体の役割として，マンション管理適正化推進

計画の策定（任意），管理計画認定制度や管理組合に対する助言・指導等の制度が創設され

ています。改正法の趣旨や市内のマンションの実態を踏まえながら取組を進めます。 

 

 良質な住宅やバリアフリー化の促進  

 

 既存住宅の適正管理と長寿命化  

 

 

主な取組・事業 

○ 長期優良住宅認定制度の普及促進 

○ 住宅のバリアフリー化の促進（高齢者や障がい者への住宅改修費助成） 

主な取組・事業 

○ マンションの管理適正化への対応 

分譲マンションの実態把握，管理組合への助言・指導，マンション管理適正化推進計画の策

定及び管理計画認定制度の創設の検討など 

○ 住宅の適正な維持管理や性能向上等のリフォームに関する情報提供（助成・税制・融資制度等） 

① 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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 環境共生・地域資源活用の住まいづくり  

 

 

 

 

 

主な取組・事業 

○ 低炭素建築物認定制度の普及促進 

○ 住宅の新エネルギー導入・省エネルギー推進に関する普及啓発・情報提供 

○ 地域産材の利用促進 

森林環境保全・森林環境学習普及啓発イベント等への支援  

○ 市設建築物における県内産木材の利用促進 

長期優良住宅認定制度

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に規定する，長期にわたり良好な状態で使用するため
の措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅のことで，長期優良住宅の建築・維持保
全をしようとする場合，「長期優良住宅建築等計画」の認定を受けることで税制上の優遇や容積率
の特例などを受けることができる。 

低炭素建築物認定制度

 二酸化炭素の排出の抑制に資するものとして，低炭素建築物新築等計画の認定を受けた建築物に
は，所得税控除における優遇措置，登録免許税の優遇措置及び容積率の特例などを受けることがで
きる。 

出典：国土交通省資料 
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施策②  市営住宅の適正な維持管理と長寿命化                                   

 

 

 

  真に住宅に困窮している方に供給される市営住宅は，市民共有の貴重な財産であり，維持

管理の適正化とともに既存ストックの長寿命化や有効活用に取り組む必要があります。日常

的には，指定管理者制度や団地自治会の活動による適正な維持管理に努めます。中長期的に

は，計画的かつ効果的な改善・維持保全工事の実施により，安全性の確保，居住性の向上，

バリアフリー化や省エネルギー化など市営住宅の長寿命化や質的向上を図ります。 

 

  

主な取組・事業 

○ 指定管理者による市営住宅の管理        

○ 団地自治会への助言 

○ 市営住宅の長寿命化，安全性の確保，居住性の向上，福祉対応など計画的な予防保全的 

修繕や個別改善 

○ 市営住宅のバリアフリー化（建替・改善事業） 

○ 市営住宅の省エネルギー化（建替・改善事業） 

○ 市営住宅の維持保全                    

○ 市営住宅の空家補修    

○ 市営住宅駐車場整備                  

○ 市営住宅のブロック塀改修 

東石立町市営住宅１・２号棟 高知市営住宅管理センター（指定管理者） 

① 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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 基本方針 2-3  空き家対策の推進                                         

適切に管理されていない空き家等が増加し，地域の居住環境に悪影響を及ぼしています。「高

知市空家等対策計画」に基づき，総合的かつ計画的な空き家対策を推進し，良好な居住環境の確

保や既存住宅ストックである空き家の有効活用につなげます。 

 

施策①  空き家の適切な管理の促進                                          

 

 

 

  空き家の適切な管理の促進のため，相談体制の充実を図るとともに，空き家の所有者に対

し啓発や情報提供を行い，必要に応じて助言や指導をします。また，危険な空き家の除却に

対する支援や管理不全の特定空家等に対する措置・対処に取り組み，良好な居住環境の確保

に努めます。 

 

  

主な取組・事業 

○ 空き家の実態調査 

○ 高知市空家等対策計画の見直し 

○ 空き家に関する相談対応（空き家対策の実施体制の充実） 

○ 空き家の適正管理に関する啓発・情報提供 

○ 周辺に対し危険がある空き家（老朽住宅）の除却費助成 

○ 管理不全で危険な空き家（特定空家等）への措置・対処 

管理されていない空き家のリスク 

1 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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施策②  空き家の発生予防と流通・利活用の促進                                  

 

 

 

  空き家の発生予防に向け，市民意識の醸成や住宅ストックの良質化を図るとともに，関係

団体や専門家等と連携しながら，空き家の流通や利活用を促進する取組を進めます。また，

住宅セーフティネット制度，地域活動，移住・定住など幅広い分野において，空き家を含め

た既存住宅ストックの有効活用を検討し，地域コミュニティの維持や活性化につなげます。 

主な取組・事業 

○ 空き家の発生予防や利活用につながる啓発・情報提供 

おくやみ窓口での情報提供，マイホーム借上制度や税制の周知，相続登記の推進など 

○ 良質な住宅ストックの推進 

長期優良住宅の普及（再掲），住宅の耐震化（再掲）など 

○ 不動産関係団体・専門家等と連携した空き家の流通や利活用の促進 

  不動産関係団体等への空き家情報の提供，建物状況調査の推進など 

○ セーフティネット住宅，地域活動拠点，移住・定住等への利活用の促進・支援 

○ 中山間地域空き家情報バンク制度 

○ 市営住宅の空き家の活用(目的外使用や他の用途への転用など） 

1 人口減少・少子高齢化の進行

② 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

出典：第二期高知市空家等対策計画 
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【基本目標 3】 災害に強く，住みやすさと魅力あるまちづくり 

 

 基本方針 3-1  災害に強い安心安全なまちづくり                                  

南海トラフ地震など大規模災害の発生時において，被害の軽減を図り，市民の生命・財産を守

るため，地域と連携しながらハード・ソフト両面において災害に強いまちづくりを進めます。 

 

施策①  密集市街地の面的整備の推進                                           

 

 

 

  木造老朽住宅が密集し，南海トラフ地震発生時に建物倒壊や火災延焼などの被害拡大のお

それがある密集市街地について，住宅市街地総合整備事業や土地区画整理事業により，老朽

住宅の除却や道路・公園等の整備などの面的な住環境整備を進め，災害に強いまちづくりを

推進します。 

 

  

主な取組・事業 

○ 旭駅周辺地区の市街地整備（住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業の合併施行） 

H25 工事着手前 

R 元 工事概成  

下島土地区画整理事業 

1 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

旭駅周辺市街地整備事業

出典：旭駅周辺地区整備方針 
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施策②  地域における防災対策の推進                                      

 

 

 

  大規模災害に備え，地域防災力を高めるため，自主防災組織の活動活性化や地域防災リー

ダーの育成を推進します。 

  災害時に自ら避難することが困難で特に支援を要する方を対象とした避難支援体制の構

築を進めます。また，一般の避難所では生活が困難な方に対し福祉避難所の確保に取り組み

ます。 

  津波避難ビルの指定を推進するなど，安全で確実な避難ができるように緊急避難場所の拡

大に取り組みます。また，サービス付き高齢者向け住宅等の要配慮者利用施設に対し，災害

時における避難確保計画の作成など，防災対策の実施を促進します。 

主な取組・事業 

○ 自主防災組織の育成強化 

○ 避難行動要支援者対策の推進・福祉避難所の確保 

○ 津波避難対策の推進（津波避難ビル等の緊急避難場所の拡大） 

○ サービス付き高齢者向け住宅等に対する防災対策の促進（避難確保計画の作成など） 

1 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

④ 南海トラフ地震など自然災害への備え

5 増加する空き家への対応

6 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

出典：高知市ホームページ 
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  基本方針 3-2  持続可能で暮らしやすいまちづくり                                

人口減少や少子高齢化が進む中，都市の集約化による効率的な都市経営が求められています。

「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりとして，医療・福祉・商業などの都市機能

や住居がまとまって立地し，公共交通により容易にアクセスできる都市構造に見直すとともに，

にぎわいと活力のある中心市街地の形成を図るなど，持続可能で暮らしやすいまちづくりを進め

ます。 

 

施策①  立地適正化計画や中心市街地活性化の推進                                 

 

 

 

  高知市立地適正化計画に基づき，居住誘導区域への居住の誘導を促進しながら生活サービ

スやコミュニティの持続を図るとともに，公共交通を軸とした都市機能の充実により魅力あ

る都市空間の形成を図ります。 

  高知市中心市街地活性化基本計画に位置付けられた事業を官民連携により推進し，活力あ

ふれ，にぎわいのある中心市街地の形成や「まちなか居住」を促進します。 

 

  

主な取組・事業 

○ 立地適正化計画の推進（都市機能誘導区域・居住誘導区域への誘導促進） 

○ 中心市街地活性化基本計画の推進 

○ 優良建築物等整備事業 

○ 空き家の利活用によるまちなか居住の促進 

① 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

3 ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル
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 基本方針 3-3  地域の魅力を活かした，「新しい人の流れをつくる」まちづくり               

本市は，都市部，田園地帯，中山間地域がバランスよく調和したまちであり，よさこい祭りや

豊かな自然・食文化など魅力あふれるまちでもあります。こうした地域性を活かして新しい人の

流れをつくり，人口減少を克服していくため，誰もが「住んでみたい，住み続けたい」と感じる

ことができる地域づくりを進めます。 

 

施策①  移住・定住の促進                                                 

 

 

 

  高知市移住・定住促進計画に基づき，移住希望者に対して本市の魅力や必要な情報の発信

を強化するとともに，移住希望者の不安の解消や多様なニーズに対応するため，移住支援の

充実を図ります。あわせて，移住者を含むすべての市民が定住しやすい環境をつくるため，

民間と連携しながら仕事・住まい・暮らしに関する取組の充実を図るとともに，「生涯活躍

のまち」づくりを推進します。 

  

 

主な取組・事業 

○ 移住・定住に関する情報発信 

○ 移住支援の推進（二段階移住や三世代同居等 U ターン支援など） 

○ 「生涯活躍のまち」の推進 

○ 地域おこし協力隊の導入 

① 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

出典：高知市資料 
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施策②  中山間地域での暮らしの支援                                         

 

 

 

  中山間地域の振興に向け，豊かな自然や地域資源を活かし，都市と農山村との交流を進め

るとともに，地域活性化住宅の整備や空き家の活用等により移住・定住を促進します。 

 

 

  

主な取組・事業 

○ 中山間地域への移住・定住の促進 

○ 中山間地域空き家情報バンク制度（再掲） 

○ 中山間地域活性化住宅の整備 

○ 集落活動センターの活動支援 

① 人口減少・少子高齢化の進行

2 住宅確保要配慮者の増加と多様化

③ ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞやﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた居住ニーズの多様化

4 南海トラフ地震など自然災害への備え

⑤ 増加する空き家への対応

⑥ 持続可能な社会の実現と住まいづくり

対
応
す
る
課
題

S
D
G
s
ゴ
ー

ル

「たけのこの里」 「梅の木」 

土佐山平石地域活性化住宅 

二段階移住

高知県への移住希望者が，一旦高知市に移住し，
暮らしを体験した後に，その他の県内市町村に移住
すること 

生涯活躍のまち

平成 27 年に国が取りまとめた日本版 CCRC の
正式名称。東京圏をはじめとする地域の高齢者が，
希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み，地域社
会と交流しながら健康でアクティブな生活を送り，
必要に応じて医療・介護を受けることができる地域
づくりのこと 

集落活動センター

人口減少や少子高齢化が進行する中山間地域などにおい
て，公民館等を拠点に，地域住民が主体となって，地域の
課題やニーズに対応する様々な地域活動を継続的に地域ぐ
るみで取り組む仕組み。高知市では，北七ツ渕地区の「た
けのこの里」と鏡梅ノ木地区の「梅の木」の２つの集落活
動センターが開設（R3 年現在） 
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２ 施策体系（まとめ） 
基本理念 基本目標 基本方針 施策 主な取組・事業

１-１ １-１-① ○高知市営住宅再編計画の見直し

○需要見通しに基づく市営住宅の適正戸数の供給

○計画的な市営住宅の建替え，団地統合・集約化，全面的改善

○老朽市営住宅の廃止・除却

１-２ １-２-① ○セーフティネット住宅の登録促進

○セーフティネット住宅の改修補助や家賃補助等の経済的支援

１-２-② ○地域優良賃貸住宅（旧高齢者向け優良賃貸住宅）の家賃補助

○サービス付き高齢者向け住宅の登録促進と指導監督等による質的向上

○高齢者の住まいに関する情報提供

１-３ １-３-① ○高知県居住支援協議会やその会員との連携による居住支援活動の充実

○生活困窮者自立支援の推進，住居確保給付金，住宅扶助費の代理納付

○地域福祉の推進(地域共生社会の実現に向けた取組）

○指定管理者による市営住宅の単身高齢者等に対する安否確認や困りごとのサポート

１-４ １-４-① ○応急仮設住宅の候補地確保・供給体制整備

○災害公営住宅の整備検討

○セーフティネット住宅の活用による被災者の住宅確保

２-１ 2-１-① ○耐震診断士の派遣による耐震診断の実施

○住宅耐震改修の助成

○住宅ブロック塀等改修の助成

○緊急輸送道路等沿道建築物耐震対策緊急促進事業

○がけ地近接等危険住宅移転等事業

○住宅耐震化の普及啓発・情報提供

○家具等転倒防止対策支援

2-２ ２-２-① 【良質な住宅やバリアフリー化の促進】

○長期優良住宅認定制度の普及促進

○住宅のバリアフリー化の促進（高齢者や障がい者への住宅改修費助成）

【既存住宅の適正管理と長寿命化】

○マンションの管理適正化への対応

○住宅の適正な維持管理や性能向上等のリフォームに関する情報提供

【環境共生・地域資源活用の住まいづくり】

○低炭素建築物認定制度の普及促進

○住宅の新エネルギー導入・省エネルギー推進に関する普及啓発・情報提供

○地域産材の利用促進

○市設建築物における県内産木材の利用促進

2-２-②

市営住宅の適正な維持管理と
長寿命化

２-３ ２-３-① ○空き家の実態調査

空き家対策の推進 空き家の適切な管理の促進 ○高知市空家等対策計画の見直し

○空き家に関する相談対応

○空き家の適正管理に関する啓発・情報提供

○周辺に対し危険がある空き家（老朽住宅）の除却費助成

○管理不全で危険な空き家（特定空家等）への措置・対処

２-３-② ○空き家の発生予防や利活用につながる啓発・情報提供

○良質な住宅ストックの推進

○不動産関係団体・専門家等と連携した空き家の流通や利活用の促進

○ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅，地域活動拠点，移住・定住等への利活用の促進・支援

○中山間地域空き家情報バンク制度

○市営住宅の空き家の活用

３-１ ３-１-① ○旭駅周辺地区の市街地整備

密集市街地の面的整備の推進

３-１-② ○自主防災組織の育成強化

○避難行動要支援者対策の推進・福祉避難所の確保

○津波避難対策の推進

○サービス付き高齢者向け住宅等に対する防災対策の促進

３-２ ３-2-① ○立地適正化計画の推進

○中心市街地活性化基本計画の推進

○優良建築物等整備事業

○空き家の利活用によるまちなか居住の促進

３-３ ３-３-① ○移住・定住に関する情報発信

○移住支援の推進

○「生涯活躍のまち」の推進

○地域おこし協力隊の導入

３-３-② ○中山間地域への移住・定住の促進

○中山間地域空き家情報バンク制度（再掲）

○中山間地域活性化住宅の整備

○集落活動センターの活動支援

○指定管理者による市営住宅の管理　　○団地自治会への助言
○市営住宅の長寿命化，安全性の確保，居住性の向上，福祉対応など
　計画的な予防保全的修繕や個別改善
○市営住宅のバリアフリー化　○市営住宅の省エネルギー化
○市営住宅の維持保全　　　　○市営住宅の空家補修
○市営住宅駐車場整備     　　 ○市営住宅のブロック塀改修

住宅の良質化や長寿命化，環
境共生の住まいづくり

空き家の発生予防と流通・利
活用の促進

３
 

災
害
に
強
く
、

住
み
や
す
さ
と

魅
力
あ
る
ま
ち
づ
く
り

災害に強い安心安全
なまちづくり

地域における防災対策の推進

持続可能で暮らしや
すいまちづくり

立地適正化計画や中心市街地
活性化の推進

地域の魅力を活かし
た，「新しい人の流
れをつくる」まちづ
くり

移住・定住の促進

中山間地域での暮らしの支援

市
民
が
安
全
に
安
心
し
て
快
適
に
暮
ら
せ
る
　
地
域
共
生
と
環
境
に
配
慮
し
た
住
ま
い
づ
く
り

１
 

誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

住
生
活
の
実
現

住宅セーフティネッ
トの中心的な役割を
担う市営住宅の供給

高知市営住宅再編計画に基づ
く市営住宅の供給

多様な居住ニーズに
応じた重層的な住宅
セーフティネットの
構築

民間賃貸住宅の活用による
セーフティネット住宅の拡大

高齢者向け住宅の供給促進

地域で安心して暮ら
せる住生活の支援

多様な連携による居住支援や
地域福祉の推進

大規模災害時の住ま
いの確保

大規模災害時の住まいの確保

２
 

良
質
で
安
全
な
住
ま
い
づ
く
り
と
住
宅
ス
ト
ッ

ク
の
有
効
活
用

災害に耐える安全な
住まいづくり

既存住宅の耐震性や安全性の
向上

長持ちで人や環境に
やさしい良質な住宅
ストックの形成
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３ 計画の成果指標 

 本計画の基本目標の達成状況を把握・評価するため，次のとおり基本目標ごとに成果指標を設

定し，本計画の見直しにあたっての検討資料として活用します。 

なお，本計画の成果指標のうち，高知市総合計画など他の行政計画で設定されている成果指標を

採用しているものや個別の事業計画との整合性から，目標の年度が本計画の終期（令和 13 年度）と

一致していない場合があります。 

施策名 成果指標 現状 目標

１-２-①
民間賃貸住宅の活用
によるセーフティネッ
ト住宅の拡大

セーフティネット住宅の登録戸数
１，３９６戸

（R4.3月現在）
２，０００戸
（R13年度)

１-２-②
高齢者向け住宅の供
給促進

サービス付き高齢者向け住宅
の登録戸数

７６３戸
（R4.3月現在）

１，０００戸
（R13年度)

, 

施策名 成果指標 現状 目標

２-１-①
既存住宅の耐震性や
安全性の向上

市内建物（住宅）の耐震化率
（2011高知市総合計画 後期基本計画）

８６．０％
（R元年度）

９９．０％
（R12年度）

２-３-①
空き家の適切な管理
への対応

危険性の高い空き家の除却件数
（第二期高知市空家等対策計画) －

１，０００件
（R４～13年度累計）

施策名 成果指標 現状 目標

３-１-①
密集市街地の面的整
備の推進

旭駅周辺市街地整備事業の進捗状況
下島町地区（東）概成
中須賀町地区施行中

中須賀町地区
の概成

（R11年度)

３-2-①
立地適正化計画や中
心市街地活性化の推
進

居住誘導区域内人口
（2021高知市立地適正化計画）

２６．１万人
（R２年度）

２５．２万人
（R12年度）

※成果指標の下段(　)書は，当該指標を設定している計画名

※成果指標の下段(　)書は，当該指標を設定している計画名

【基本目標１】　誰もが安心して暮らせる住生活の実現

【基本目標２】　良質で安全な住まいづくりと住宅ストックの有効活用

【基本目標３】　災害に強く，住みやすさと魅力あるまちづくり
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 第５章 計画の実現に向けて 

１ 計画の推進に向けての基本方針 

  庁内調整等による効果的な施策の推進   

 市民ニーズや市民・事業者等が主体的に実施する取組の状況などを踏まえつつ，効果や必要性

の高い施策・事業について，庁内調整を図りながら，高知市総合計画の実施計画に位置付けるな

ど，重点的かつ効果的に取り組むこととします。 

 また，総体的に住生活や住環境の向上をめざしていくことが重要であることから，住宅施策の

みならず，関係部局との連携・調整のもと，都市基盤整備，防災，保健・福祉・医療，環境など

各分野の対策を総合的に実施し，波及効果を高めていきます。 

さらには，国・県や周辺市町村との情報交換や連携を進めながら，有効な施策展開を図ってい

きます。 

 

 多様な主体との連携   

 本計画の基本目標の実現には，行政だけではなく，市民，関係団体及び住宅関連事業者など，

多様な関係者が協働で取り組んでいくことが重要であることから，関係者が連携を図り，それぞ

れの役割を果たしながら，豊かな住生活の実現に向けて取組を進めていきます。 

 

２ 各主体の役割 

  市民   

 住まいづくりや地域のまちづくりの主体として，自らの住まいの良質化や維持管理，地域の良

好な住環境の形成，支え合いの地域づくりに向けて，地域社会において主体的に参画し，身近な

取組を行っていくことが期待されます。 

 

 関係団体・専門家など   

高知県居住支援協議会，不動産関係団体，各士業団体，社会福祉関係団体，居住支援法人，NPO

法人，専門家グループなどの関係団体等は，それぞれの専門知識やノウハウを活かしながら，市

民，事業者，行政の取組を支援していくことが期待されます。 
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 住宅関連事業者   

 住宅の供給や流通の主体として，住宅の安全性や品質の確保・向上，住まいを取り巻く良好な

環境形成，公正な取引，適切な情報や良質なサービスの提供など責任をもって取り組んでいくこ

とが求められます。 

  行政   

 行政は，市民の多様な居住ニーズへの対応や，安全安心のまちづくりを推進していくため，地

域の特性を踏まえつつ，多様な主体と連携を図りながら，総合的な住宅施策の展開や支援の充実

に取り組んでいきます。 

 

３ 計画の進行管理 

 計画の進行管理   

本計画の推進にあたっては，計画の策定（Plan），計画に基づく施策の段階的な実施（Do），

実施した施策の効果の検証・評価（Check），必要に応じた計画の改善（Action)の PDCA サイ

クルにより進行管理を行います。 

 

 計画の見直し   

本計画は，５年目に中間検証を行うとともに，法制度改正や社会経済情勢の変化を踏まえ，必

要に応じて計画を見直すものとします。なお，本計画の見直しにあたっては，高知市住宅審議会

の審議を経ることとします。 
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